
       
    

研修名 
専門課程 鉄道行政〔応用〕 【集合】 

  （平成元年度～：平成１９年度まで「鉄道行政」、平成２０年度～：鉄道行政〔基礎〕・〔応用〕に分割） 

 

目 的・ 

重点事項 

 鉄道行政に関するさらなる知識の修得及び業務の適切かつ円滑な遂行を図ることを目的とする。年

度始に実施する〔基礎〕研修における効果をより高め、かつ現場業務での実践対応に資するため、業

務経験を踏まえた半年程度後に当研修を実施 

  以下の各点を重点項目とする。 

①  当面重要となっている事案を重点とした課題解決型の講義の実施 

② 各運輸局鉄道部計画課に設置された地方鉄道活性化窓口において鉄道事業者、地方自治体等か

らの相談に対応するため、これらに関する講義及び課題研究の実施 

③ 業務監査や運賃改定等の業務を実践的に解説する講義の実施 

 

対象者 

 本省、地方運輸局、内閣府沖縄総合事務局及び独立行政法人に勤務する職員で、鉄道行政〔基

礎〕研修修了者又は鉄道行政に携わった経験があり、さらなる知識の向上を目指す者等（行政実務

研修員等を含む） 

 

定員(人) 

国土交通省 他府省 地方公共団体 独立行政法人等 団体 計 

１９ １  ８  ２８ 

研修期間 
２１．２５２８．７５時間 

４５日間 

令和５年１０月１７１６日（火月）～ 

令和５年１０月２０日（金） 

 

 

カリキュラ

ム内容 

(予定時間) 

１．講義（１２．５１９．５） 

① 財務分析、補助金業務の審査、地域鉄道支援策の課題とその検討方策、補助金業務の審査、地域

鉄道支援策の課題とその検討方策、国鉄改革、中小民鉄事業者の収入原価算定容量に沿った審査、

地域公共交通確保維持改善事業費補助金（バリアフリー化等）監査のポイント、国際関係等  

（１０．０１４．７５） 

② ② 外部講師による講義 （２．５３．２５） 

③ 講話等 （１．５） 

２．課題研究等（３．５２．０） 

   運輸局等別の課題発表・討議                       

３．体験実習（４．０６．０） 

  （令和元年度：東京地下鉄株式会社総合研修訓練センター、南砂町駅改良工事等） 

４．その他（１．２５) 

入校式、修了式 等                          計 ２１．２５

２８．７５ 

前年度からの 

主な変更点 
・定員増（２０人→２８人） 

担  当 
  柏研修センター教務課（TEL：０４－７１４０－８７７７）     

〔募集・内容について〕鉄道局総務課（TEL：０３－５２５３－８５２２） 

備  考   


